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第１ 平成３０年度の年度計画の実施に係る全体概要 

１ 業務の全体的な実施状況 

  （１） 業務の実施状況 

業務の全体的な実施状況は、９０項目の年度計画の項目のうち、年度計画を上回って実施している（Ａ評価）が６項目（６．７％）、

年度計画を計画どおりに実施している（Ｂ評価）が８４項目（９３．３％）という結果であった。 

全ての項目がＡ評価及びＢ評価であり、年度計画を十分に実施していると認められる。 

 

  （２） 特筆すべき成果 

平成３０年度は、第１期中期目標期間の最終年度であり、中期目標達成のため、法人全体で教育、研究及び地域貢献に関する各取組

みを遂行した。 

平成３０年度における特筆すべき成果としては、次の事項が挙げられる。 

 

① 高校生向けオープンキャンパスについて、過年度の傾向等から８月上旬の平日に開催するとともに、学科紹介だけではなく、

模擬講義や研究室見学ツアーの実施等、内容の変更を行った結果、前年度と比較して参加者数が大幅に増加した。（No.2） 

② 学生の業界・業種に対する視野を広げることを目的として、複数の業界・業種によるパネルディスカッションや個別テーブ

ルでの説明会の実施等、業界・業種説明会の実施方法を変更した。（No.15） 

③ 様々な海外語学研修に参加することができるよう支援事業の見直しを行い、学生への支援を行った。(No.48) 

④ 申請書の提出としていた施設利用申請を電子申請に移行し、業務の効率化を図った（No.53） 

⑤ 所掌事項や構成員の類似する学内委員会等について見直しを行い、「教育研究審議会」と「評価・改善委員会」を、「研究委

員会」と「地域連携推進センター会議」を合同開催にし、業務組織の効率化、意思決定過程の明確化を図った。（No.56） 

⑥ 多様化する社会のニーズへの対応、偏重する業務の平準化等を目的として、事務局組織の機構改革を行った。（No.62）  
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２ 事業の実施に係る項目別評価概要（総括） 

  (1) 評価基準 

評点 定義 

Ａ  年度計画を上回って実施している。 

Ｂ  年度計画を計画どおりに実施している。 

Ｃ  年度計画をやや遅れて実施している。 

Ｄ  年度計画を実施していない。 

 

  (2) 評価概要 

 項目数 
Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

項目数 構成比 項目数 構成比 項目数 構成比 項目数 構成比 

１ 教育研究等の質の向上に関する事項 51 3 5.9% 48 94.1% 0 0.0% 0 0.0% 

(1) 教育に関する事項 28 2 7.1% 26 92.9% 0 0.0% 0 0.0% 

(2) 研究に関する事項 10 0 0.0% 10 100.0% 0 0.0% 0 0.0% 

(3) 地域貢献に関する事項 5 0 0.0% 5 100.0% 0 0.0% 0 0.0% 

(4) 国際交流に関する事項 6 1 16.7% 5 83.3% 0 0.0% 0 0.0% 

(5) 教員の資質向上に関する事項 2 0 0.0% 2 100.0% 0 0.0% 0 0.0% 

２ 業務運営の改善及び効率化に関する事項 9 2 22.2% 7 77.8% 0 0.0% 0 0.0% 

３ 財務内容の改善に関する事項 5 1 20.0% 4 80.0% 0 0.0% 0 0.0% 

４ 自己点検・評価及び情報公開に関する事項 3 0 0.0% 3 100.0% 0 0.0% 0 0.0% 

５ その他業務運営に関する事項 22 0 0.0% 22 100.0% 0 0.0% 0 0.0% 

合 計 90 6 6.7% 84 93.3% 0 0.0% 0 0.0% 
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３
大学の教育研究等の質の向上に関
する目標

１
大学の教育研究等の質の向上に関
する目標を達成するための措置

１

（１） 教育に関する目標 （１）
教育に関する目標を達成するため
の措置

（１）

ア 学部教育に関する目標 ア
学部教育に関する目標を達成する
ための措置

ア

①-1　「入学者受入方針（アド
ミッション・ポリシー）」に基づ
き、入学者選抜を行う。また、毎
年入試結果について検証を行い、
検証結果を公表するとともに必要
な改善を行う。

a カリュキュラムポリシーと整合性のある入学者
選抜となっているか、教務委員会に入学後の教
育状況の検証を依頼し、その結果を受けてアド
ミッションポリシーを再点検し、選抜方法の検
討を行う。また、平成33年度入試の予告を実施
する。

1 アドミッションポリシーと選抜方法との整合性
については、教務委員会に入学後の教育状況の
検証を依頼する前に、各学科ごとに修正の有無
を検討し、「教育理念」「学生像」「評価の観
点」等に係る文言整理を行った。ただし、検討
中（文言整理中）の学科があるため、引き続
き、平成31年度の入試委員会で原案作成を継続
することとした（教務委員会への検証依頼は未
実施）。
また、大学ＨＰを通じて2021年度入試を予告し
た。

Ｂ

・別添資料01-2021年度選
抜試験における変更につい
て
・入試の変更点について
（大学ＨＰ）：
http://www.maebashi-
it.ac.jp/info/admission/
2020202120189_1.html

①-2　学生募集活動を強化するた
めに広報委員会に専門部会を設け
るとともに、オープンキャンパス
や説明会の開催等を積極的に展開
する。

a 志願者数を増やすために、オープンキャンパス
では、高校生向けの模擬講義等を実施する。高
校教員向け説明会では、各学科の説明及び新入
試の説明を実施する。

2 高校生向けオープンキャンパスについて、過年
度の傾向等から8月上旬の平日(8/7,8)に開催す
るとともに、学科紹介だけではなく、模擬講義
や研究室見学ツアーの実施等、内容の変更を
行った結果、前年度と比較して参加者数が76%
程度増加した。
高校教員を対象に6月27日に大学説明会（参加
校：58校）を、10月3日に入試説明会（参加
校：42校）を開催した。

Ａ

・オープンキャンパス参加
者数（合計）：1,023人
（H29年度：580人）
・別添資料02-オープン
キャンパスプログラム・イ
ベントマップ
・別添資料03-高校教員向
け大学説明会開催要項
・別添資料04-高校教員向
け入試説明会開催要項

①-3　総合デザイン工学科では、
社会人の受け入れのために夜間及
び土曜日の開講を継続し、社会人
募集を積極的に行う。また、就学
者の実情に合わせて、昼の時間帯
への授業時間の拡充を検討する。

a 昼の時間帯への授業時間の拡充については、平
成２９年度にこれまでの履修状況について資料
をまとめたが、その効果検証には今しばらく観
察が必要と判断されたため、継続的に履修状況
を観察し、その必要性について検討する。

3 昼の時間帯と夜の時間帯に隔年開講している科
目の履修者数の状況について検証を行った結
果、5限開講（昼の時間帯）による学生への不
利益等は生じていないと判断された。
しかしながら、前橋市から夜間開講の見直しが
示されたため、学則変更を伴う昼間時間帯への
常設化については実施すべきではないとの結論
に至った。
なお、これまで試行的に5限開講としてきた科
目については、選択科目履修の機会を確保する
ことに一定の効果があると期待されることか
ら、平成31年度も継続実施することとなった。

Ｂ

・別添資料05-5時限開講科
目履修者数状況

①工学の各分野に対する高い関心
と基礎的な学力を持ち、将来国内
外の社会において活躍したいと考
える向上心のある学生を受け入れ
る。あわせて、社会人にも門戸を
開き、働きながら学ぶ意欲のある
学生を積極的に受け入れる。

項目
番号

学部教育に関する目標を達成するための措置

公立大学法人前橋工科大学中期目標 公立大学法人前橋工科大学中期計画 平成30年度年度計画
大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成
するための措置

教育に関する目標を達成するための措置
自己評価 補足事項業務の実績

第２　事業の実施に係る項目別自己評価
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b 社会人の定義を明確化し、独立した社会人選抜
を実施する。

4 社会人（出願資格のある者）を以下のとおり定
義し、社会人特別選抜として、独立した入学者
選抜を実施した。
（出願資格）…「学生募集要項」より抜粋。
　平成31年4月1日現在、社会人経験（家事・家
業従事者を含む）5年以上を有する満23歳に達
する者で、次の(1)から(3)のいずれかの項に該
当する者
(1)高等学校（中等教育学校を含む。）を卒
　業した者
(2)通常の課程による12年の学校教育を修了
　した者
(3)学校教育法施行規則第150条の規定により
　高等学校を卒業した者と同等以上の学力が
　あると認められる者

Ｂ

・平成31年度入試実績
 - 志望者数１
 - 合格者数１
 - 入学者数１

【担当者（計画遂行責任者）：
副学長（教育・企画担当）、学務
課教務係、学務課学生係】

②-1　基礎教育科目においては、
専門技術者として必要な工学基礎
科目に加え、人文科学科目、社会
科学科目及び語学科目を充実させ
て、幅広い人間力を育む教育を行
なう。

a 人文・社会科学科目および外国語科目の領域に
おける改変について、4年間の実施を踏まえて
検証を行う。

5 平成28年度までの状況から、平成29年度にドイ
ツ語、美術のクラスの分割を行い、週あたりの
開講数を1から2に増やした。この結果、1開講
あたりの受講人数を半分近くに減らすことがで
き、学生へのきめ細やかな授業を実施すること
ができたため、平成30年度もこれを踏襲した。
平成31年度以降も2クラスを継続することと
なった。

Ｂ

・科目別受講者数推移
 - ドイツ語
  H27:164
　H28:104
　H29:57、69
　H30:64、80
 - 美術
  H27:189
　H28:202
　H29:108、161
　H30:106、122

②-2　基礎教育科目の充実を効率
的に進めるため、県内公立４大学
等の連携に基づきそれぞれの長所
を生かした単位互換を進める。

（計画達成）

【担当者（計画遂行責任者）：副
学長（教育・企画担当）、基礎教
育センター、教務委員会、学務課
教務係】

①工学の各分野に対する高い関心
と基礎的な学力を持ち、将来国内
外の社会において活躍したいと考
える向上心のある学生を受け入れ
る。あわせて、社会人にも門戸を
開き、働きながら学ぶ意欲のある
学生を積極的に受け入れる。

②学部の基礎教育においては、幅
広い教養を養い、豊かな人間性を
育む。
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③-1　学生に、専攻分野ごとの履
修モデルを明示し、系統的な学習
を進めやすくするとともに、カリ
キュラム構成は常に点検し、標準
修業年限である４年ごとに見直し
を行う。

a カリキュラム･ポリシー及びディプロマ･ポリ
シーに基づき、科目を体系的に整理し、科目と
各ポリシーの整合について検証し、カリキュラ
ムの見直しを図る。

6 教務委員会で各ポリシーの目的ごとに開講科目
の整理を行ったうえで、科目の配当年次を見直
し、各修学年度における学修のバランスを調整
する等の対応を行った。 Ｂ

・別添資料06-社会環境工
学科教育方針と科目編成の
対応一覧表

a 市内企業等との共同研究に学生を参画させ、企
業への就職につなげる。

7 本学と共同研究を行った企業に8人の学生が就
職した。

Ｂ

・別添資料07-平成30年度
共同研究先就職者数
・共同研究先就職者数推移
 - 平成29年度 4人
 - 平成30年度 4人
 - 平成31年度 8人

b 市内企業への継続した訪問等を行い、インター
ンシップ、求人について依頼する。また、行政
機関や業界組合等の関係団体との連携を積極的
に行う。

8 市内・県内企業への訪問（訪問企業5社、うち
市内企業2社）のほか、群馬県建設業協会前橋
支部及び群馬県測量・設計業協会へのインター
ンシップ企業の紹介依頼、前橋商工会議所会報
への記事掲載（12月号、2月号）、市内ICT企業
との情報交換会（前橋市主催　参加企業6社）
を実施した。
また、業界団体等が実施する情報交換会に多く
参加し、企業との接触を図った。（GISA、東京
経営者協会、ジョブカフェぐんま、新聞社等）
※県内情報交換会での接触企業数：延べ93社。

Ｂ

・別添資料08-前橋商工会
議所会報掲載記事
・学部生市内就職率
 - 平成28年度:7.2%（就職
者のうち市内高校出身者
6.2％）
 - 平成29年度:13.0%（就
職者のうち市内高校出身者
3.8％）
 - 平成30年度:10.7%（就
職者のうち市内高校出身者
7.3％）

③-3　教員が学会等に積極的に参
加し、最新の技術に関する知識を
身につけ、講義等において学生に
還元する。

（計画達成）

【担当者（計画遂行責任者）：副
学長（教育・企画担当）、学科
長、キャリアセンター、学務課教
務係】

④-1　学生に対して提示する教育
目標及び講義、実習等の学習計画
（シラバス）をより分かりやすい
ものとし、一人一人の学生が、授
業や実習の内容、到達目標、成績
評価基準等をしっかり把握して、
効果的な学習ができるようにす
る。

a カリキュラム･ポリシー及びディプロマ･ポリ
シーに基づき、科目を体系的に整理し、各科目
の教育目標を明確化する。また、シラバスの利
便性を向上させ、かつ、利用状況を把握するた
めのシステム導入について準備を進める。

9 教務委員会で各ポリシーの目的ごとに開講科目
の整理を行った。また、学生が履修登録科目を
選択する際、シラバスを直接参照可能なシステ
ムについて導入業者を決定し、構築作業に着手
した。 Ｂ

・別添資料06-社会環境工
学科教育方針と科目編成の
対応一覧表
・別添資料09-土木地質学
シラバス
・シラバス（大学ＨＰ）：
http://www.maebashi-
it.ac.jp/kouhyou/syllabu
s.html

④-2　毎年度、授業評価アンケー
トを行い、その結果を踏まえて授
業内容の改善を行い、教育の質を
高める。

（計画達成）

【担当者（計画遂行責任者）：副
学長（教育・企画担当）、学科
長、学務課教務係】

③学部の専門教育においては、技
術革新や価値観の多様化等の社会
環境の変化に柔軟かつ的確に対応
できる能力を培い、卒業後、市内
産業分野をはじめとして社会の
様々な分野で専門技術者として指
導的役割を担うことができる人材
を育成する。

④学生の効果的な学習活動を支援
するため、全ての学科において入
学時から卒業までのカリキュラム
の明確な体系化を行い、教育の質
の向上を図る。

③-2　企業等との連携やインター
ンシップの充実を図り、学生の市
内への就職を促進する。
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⑤-1　専門教育科目の理解を深め
ることに直結する数学及び物理に
ついては、より効果的な成果が得
られるよう教育手法を常に検証す
る。

a 新設、改変した科目につき、４年間の実施を踏
まえて検証を行う。

10 該当教科の科目数や授業回数の増加充実に伴
い、より広範な講義内容を教授することができ
た。

数学について
1. ε-δ論法の講義をすることができるように
なり、極限等の本質的な意味を伝える余裕がで
きた。
2. 整級数の講義をする時間が生まれ、解析関
数をきちんと扱うことができるようになった。

物理について
1. 力学において、角運動、多体系の一般論、
剛体、波動等が加わり、最後まで講義ができる
ようになった。
2. 電磁気学において、ベクトル解析等の数学
的準備、応用例などを増やすことができた。
3. 熱力学において、化学との共通部分の講義
が充実した。

Ｂ

・対応状況
- 微積分Ⅰの1週あたりの
開講数を1から2に増加。
- 物理学を2科目から4科目
へ増加。

⑤-2　学内の各種の委員会の構成
員に基礎教育センターの教員を含
めるなどして、本学の教育研究に
基礎教育センターの意見を取り込
める体制を作る。

（計画達成）

⑤-3　学生へのＴＯＥＩＣ受験を
奨励し、英語力の向上を図る。

a １年生全員と２年生以上の希望者を対象として
ＴＯＥＩＣ　Ｌ＆Ｒ 受検を実施するためのス
ケジュールと体制を決定し、遂行する。

11 1年生全員及び2年生以上の希望者を対象とし
て、5月と10月にカレッジTOEIC(L&R)を開催し
た。1年生の受験率は80.5%であった。
平成30年度の受験状況から、平成31年度は1年
生全員が受験するよう、後期ガイダンス実施日
にTOEIC IP(L&R)を実施することを決定した。

※TOEIC IP：団体特別受験制度を活用し、運
営・管理を大学等の団体が行う試験。
※カレッジTOEIC：TOEIC IP試験のうち、大学
生協が実施する試験。

Ｂ

・別添資料10-平成30年度
TOIEC受験状況

【担当者（計画遂行責任者）：副
学長（教育・企画担当）、学務課
教務係】

⑤学生の基礎的能力を強化するこ
とを目的に、初年次教育科目及び
基礎教育科目の充実を行い、これ
を担う「基礎教育センター」の体
制を強化する。
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⑥-1　キャリアセンターを中心と
し、職業に対する意識の向上、コ
ミュニケーション能力の開発、社
会へ出ていくための実践力等の育
成につながるキャリア支援プログ
ラムを構築する。

a キャリア支援・就活支援プログラム（セミ
ナー）については、実施結果を踏まえ、構成や
内容の見直しをしながら参加しやすいものに変
更していく。また、就職情報会社のノウハウを
活用したセミナーなどを取り入れ、学生のニー
ズに応える。

12 低学年支援セミナー、アセスメントテストの実
施等も含め、支援プログラムの構成や内容の見
直しを行った。就職情報会社から講師を招き、
自己理解、就活用知識を深めるためのセミナー
を実施した。参加者数は減少したが、これは全
国的な現象であり、売り手市場感が学生の安心
感を生んでいると考えられる。
平成30年度の結果や採用活動の実態を踏まえ、
キャリアセンター運営委員会で平成31年度に実
施する内容を検討した。インターンシップの重
要性が高まっている傾向から、3年生を対象と
したセミナーの順番を入れ替えて（前期：選考
に向けた対策を中心に構成、後期：テスト形式
を中心とした自己理解や知識を深めるための対
策を中心に構成）実施することとなった。

Ｂ

・別添資料11-平成30年度
キャリアセンターセミナー
実績報告
・別添資料12-セミナー参
加者数比較
・別添資料13-平成31年度
キャリアセンター行事予定
表

⑥-2　キャリアセンターは、キャ
リア支援プログラムが時代の変化
に対応したものになるように教務
委員会と協力し、また、学生の社
会の中での実践活動を支えるため
地域連携推進センターと協力す
る。

a 学内各機関・学科と連携、協力し、時代の変化
に対応したキャリア支援プログラムを検討す
る。

13 学生に対し、地域連携推進センターが主催・共
催しているビジネス交流会等のイベントへの参
加について周知し参加を促した。また、各学科
で行うキャリア支援・業界研究等について、学
科間で情報共有を行い、学生に対して広報・周
知を行う等、参加対象者を拡げて実施した。

Ｂ

⑥-3　就職相談業務を専門業者に
委託し、学生の就職活動を的確に
支援できるようにする。

a 引き続き、企業人事経験を有する常駐のコー
ディネーター（就職相談員）を配置することで
学生の就職活動を支援する。また、コーディ
ネーター及び外部派遣講師による面接指導や相
談も積極的に行う。

14 企業人事経験のあるコーディネーターを継続し
て配置した。コーディネーターは、就活に関す
るセミナーの講義をはじめ、学生の面接指導や
提出書類の添削及び来学企業への応対等、様々
な分野で就職活動支援を行った。

Ｂ

・平成30年度実績
 - 学生相談件数：延べ342
件
 - 企業対応件数：延べ241
件

⑥-4　本学卒業生の早期離職を防
ぐため、卒業生の就業状況を把
握、分析し、その結果を反映した
キャリア支援教育を行う。

a 卒業生就業調査（離職率調査）については、平
成29年度に実施したWebアンケートの状況を確
認し、見直しを行う。また、離職については、
業務内容等について理解しないまま就職する
ケースが多いとされていることから、業界・業
種に関するセミナーや説明会の開催、学科単位
の業界セミナー等の支援により、ミスマッチを
防ぐ。また、自己理解や社会人基礎力の向上の
ためのアセスメントテスト、セミナー等を行
い、学生のキャリア形成支援を行う。

15 3年後離職率が問題となっていることから、平
成30年度については、就職後3年を経過した卒
業生を対象に卒業生就業調査（離職調査）を実
施した。Web形式のアンケートとし、12月発行
の同窓会会報にQRコードを同封した。アンケー
ト項目の変更は行わず、一部文言の修正を行っ
た。（実施対象160人（H26年度卒業生）、回答
率7.5％）
学生の業界・業種に対する視野を広げることを
目的として、複数の業界・業種によるパネル
ディスカッションや個別テーブルでの説明会の
実施等、業界・業種説明会の実施方法を変更し
た。
3年生を対象としたアセスメントテスト
（PROG）を実施し、教員と学生がその結果を共
有し、キャリア形成支援を行った。

Ａ

・別添資料14-平成30年度
就業状況調査結果
・別添資料15-2020卒向け
業界・業種説明会実施要項

⑥-5　求人側と学生の意識のズレ
から生じる雇用のミスマッチを防
ぐため、インターンシップの実施
を拡大する。また、これによる単
位認定を推進する。

a 多様化するインターンシップ事務については、
円滑に対応できるように教職員が連携し、各学
科や教員が保有する情報等を共有して、各学科
の状況や結果を検証しながら引き続き全学科の
単位認定化を推進していく。

16 インターンシップ実施に当たっては、担当教員
との連携を深めながら実施することができた。
単位化について検討を進めてきたが、課題も明
らかになってきているため、市内ICT企業との
情報交換会（前橋市主催）において企業側に要
請するなど課題への対応を行った。

Ｂ

・別添資料16-H30インター
ンシップ実施状況
・別添資料17-インターン
シップ単位化への課題

【担当者（計画遂行責任者）：
キャリアセンター】

⑥学生の卒業後の進路を考慮し、
キャリア支援教育を重視したカリ
キュラムを編成して実施するとと
もに、学生の就職に係る相談及び
支援の体制を強化する。
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イ
大学院教育に関する目標 イ 大学院教育に関する目標を達成す

るための措置
イ 業務の実績 自己評価 補足事項

①-1　大学院についても、「入学
者受入方針（アドミッション・ポ
リシー）」を公表し、入学者選抜
を行う。また、入学説明会を実施
するとともに、大学の内外に向け
て募集活動を行う。

a 内部進学者で募集人員を満たすよう、教員が学
部生に対し指導を行うとともに、卒業生による
大学院進学ガイダンスを実施する。また、ホー
ムページを通じ研究室の紹介をする。

17 大学院進学を希望する学部生に対して、卒業研
究の着手時に大学院での研究を見据えた指導を
したり、本学大学院修了生が学部生に対して大
学院に進学するメリット等を説明する大学院進
学ガイダンスを開催した。（開催日：9/20、
11/16、12/13）
また、大学ＨＰ内に全研究室を紹介するページ
を作成し、公開した。（公開日：7/20）

Ｂ

・別添資料18-大学院ガイ
ダンス協力者一覧
・別添資料19-大学院内部
進学状況
・社会環境工学科研究室紹
介（大学ＨＰ）：
http://www.maebashi-
it.ac.jp/department/cee/
lesson.html

b アドミッションポリシーと入学者選抜方法の再
点検を行い、大学院入試を実施する。

18 各専攻において、アドミッションポリシーと入
学者選抜方法の再点検を行い、「生命情報学専
攻」において、アドミッションポリシーに見
合った試験内容（専門科目）の変更を行い、大
学院入試（博士前期課程）を実施することとし
た（前期募集要項修正済み）。

Ｂ

①-2　大学院での研究テーマを大
学院の進学希望者が早い段階から
持てるようにするため、学部教育
の取組を推進する。

a 学部生２年後期の段階で、年度末に開催される
分野横断型シンポジウムへの出席を促し、研究
室仮配属前の早期の段階から大学院における研
究のイメージを醸成する。

19 学部2年生に対し、分野横断型シンポジウムの
案内チラシを配布するとともに、出席すること
の意義を説明し、出席を促した。 Ｂ

・分野横断型シンポジウム
学部生参加者数:180人
・別添資料20-分野横断型
シンポジウム実施プログラ
ム

【担当者（計画遂行責任者）：副
学長（研究・地域貢献担当）、学
務課教務係、学務課学生係】

②-1　博士前期課程については、
専攻分野ごとの履修モデルと学位
の授与基準を明示し、系統的な学
習・研究ができるようにする。

a 専攻分野ごとの履修モデルを作成し、学生便覧
等において明示する。

20 本学大学院においては、開講科目数も少ないた
め、教務委員会において研究領域ごとに区分し
た科目一覧表を作成し、学生便覧に掲載するこ
ととした。

Ｂ

・別添資料21-大学院研究
領域授業科目一覧

②-2　博士前期課程の学生に早期
の段階から研究の目標及び方向性
を見つける指導を研究指導教員を
中心に実施する。

a 大学院のゼミでの個別指導はすでに行われてい
るが、年２回程度、研究計画書等に基づき、研
究の目標設定及び進め方について指導・助言を
行う報告会を実施する。

21 教務委員会において、各専攻に対して報告会の
実施を促し、実施状況についての調査を行っ
た。各専攻とも最低1回（システム生体工学専
攻においては2回）の実施を確認した。

Ｂ

・別添資料22-大学院博士
前期課程研究中間発表会実
施プログラム

②-3　博士前期課程の学生を
ティーチング・アシスタントとし
て教育補助業務を担当させ、指導
力を養成するとともに、修士論文
の作成に発展させる。

a ＴＡ（ティーチング・アシスタント）の業務内
容を拡大し、定期試験の補助業務を行うように
した。また、ＴＡの目的、責務についての講習
会を行った。継続して、ＴＡの教育的指導力の
充実を図る。

22 平成29年度に引き続きＴＡを定期試験の補助業
務（補助監督）に登用し、事前に説明会を実施
し、副学長から心構えと事務指導を行った。
試験を受ける側から試験の実施側への立場の変
化を自覚させることにより、教育的指導力の向
上に繋がった。

Ｂ

・ＴＡ採用実績
 - 前期 47人
 - 後期 43人
・試験監督補助員人数
 - 前期 27人
 - 後期 19人
・別添資料23-補助監督員
業務について

【担当者（計画遂行責任者）：副
学長（研究・地域貢献担当）、専
攻主任、学務課教務係】

大学院教育に関する目標を達成するための措置

①独創的な発想力と、研究に対す
る実行力を持ち、専門分野を極め
たいという意欲のある人材を受け
入れる。

②博士前期課程では、学部教育で
培われた教養と専門の基礎能力
を、講義や演習等により向上させ
るとともに、研究に関する能力を
養成し、高い専門性を身に付けた
高度専門技術者及び研究者を育て
る。
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③-1　博士後期課程については、
分野横断型工学研究シンポジウム
での発表等を通して、特別研究の
発展を図るとともに、国内外の先
駆的・先端的な研究に参画させる
ことにより、研究能力を高め、創
造力を養う。

a 分野横断型の先端的な研究者の特別講演会を導
入する。

23 2月18日～2月20日の期間で実施した平成30年度
分野横断型シンポジウムにおいて、本学客員教
授の田上勝俊氏（（有）ヒューマンリンク代表
取締役、ホンダ技術研究所元常務取締役）を招
聘し、特別講演会「共創のススメ」を開催し
た。

Ｂ

・別添資料24-平成30年度
分野横断型シンポジウム特
別講演会実施写真

③-2　博士後期課程にティーチン
グ・アシスタント及びリサーチ・
アシスタントの制度を導入するこ
とにより、指導力を養成するとと
もに、研究能力を向上させる。

a 平成２９年度に導入したＲＡ（リサーチ・アシ
スタント）制度、ＰＤ（ポスト・ドクター）制
度について、効果の検証を行う。

24 ＲＡについては、5名を雇用した。教育・研究
活動の充実及び博士後期課程学生への経済的援
助という当初の目的を達成出来ていると判断
し、平成31年度も継続して事業を行うことと
なった。
ＰＤについては、平成29年度から引き続き、1
名を雇用した。特任研究員として適当と認めら
れるため、平成31年度も継続して雇用を行う。
なお、ＲＡの活用による研究成果を大学研究紀
要や学術ジャーナルで発表した。

Ｂ

・別添資料25-平成30年度
リサーチ・アシスタント活
用型研究プロジェクト実施
・別添資料26-平成30年度
ポスドク活用プロジェクト
実施要項

③-3　博士後期課程の学生を国内
外の先駆的・先端的な研究に参画
させることにより、研究能力を高
め、創造力を養う。

a 共同研究等を通じて、各研究室の大学院生を研
究に参画させることで研究能力を高め、創造力
を養う。

25 共同研究、受託研究の契約を締結し、研究を進
めた中で、多数の学生及び大学院生が研究補助
員等として研究に参画した。

Ｂ

・共同・受託の研究補助
員、RAの延べ雇用人数
 - 平成29年度：27人（研
究補助員22人、RA4人）
 - 平成30年度：31人（研
究補助員30人、RA1人）

【担当者（計画遂行責任者）：副
学長（研究・地域貢献担当）、学
務課教務係】

④-1　学部から大学院博士前期課
程までの６年間を一貫して学習し
うる教育プログラムを整備する。

a 学士・修士の６年一貫性など教育年限の柔軟化
については、平成２９年６月２７日に文部科学
省が取りまとめた「大学における工学系教育の
在り方について(中間まとめ）」中に主な施策
として記載されている。先行事例の調査ととも
に、本学においても、学部・修士の連続的なカ
リキュラムの検討から議論を行う。

26 教務委員会において、6年一貫教育の検討に着
手し、1つの専攻において履修モデルを作成し
た。また、学部4年時における大学院科目の早
期履修制度について他大学における状況調査を
行い、導入に向けた検討を開始した。 Ｂ

・別添資料27-生命情報学
科・生命情報学専攻6年一
貫履修モデル（案）
・別添資料28-早期履修他
大学状況及び検討事項〔教
務委員会資料〕

④-2　博士前期課程入学時から博
士後期課程修了までの５年間を通
した研究計画を可能とするシステ
ムを構築する。

a 博士前期・後期課程の５年間システムの制度
を、まず、学科長(専攻主任）会議で検討し、
導入の意義・可能性を議論する。

27 将来構想で示した学部6年制や大学院5年制につ
いて教務委員会で検討に着手したが、「公立大
学法人前橋工科大学の中期目標の期間の終了時
の検討」（平成30年11月20日付）において、学
科改編の要望が示されたことから、学科改編等
とあわせて教育システムを検討していくことと
なった。

Ｂ

④-3　大学院における教育システ
ムが社会及び経済の動向並びに時
代の要請に対応しているかについ
て、各専攻及び評価・改善委員会
において博士後期課程の標準修業
年限である３年ごとに検証する。

a 社会の要望はどこにあるのかについて、具体的
な情報を得るため、以前の公募型研究などで協
力関係を築いた企業などと実際的な議論を交わ
し、方向性について考える。

28 中央教育審議会の答申を受け、社会的要望は工
学部6年制にあると考え、履修モデルの検討等
に着手したが、前橋市から学科改編の要望等が
示されたことから、平成31年度に検討組織を立
ち上げ対応を検討していくこととなった。学科
改編等の検討おいては、外部有識者等による懇
話会を設け、産業界等の意見を聞く予定であ
る。

Ｂ

・別添資料27-生命情報学
科・生命情報学専攻6年一
貫履修モデル（案）

【担当者（計画遂行責任者）：副
学長(研究・地域貢献担当）、評
価・改善委員会、学務課教務係】

④大学院の教育においては、社会
及び経済の動向並びに時代の要請
に対応して学部と大学院の入学時
からの一貫した教育システムを構
築する。

③博士後期課程では、専門の能力
を一層深めるとともに、先駆的・
先端的な技術課題に率先して取り
組む能力を高め、豊かな創造性と
主体性を備えた高度専門技術者及
び研究者を育てる。

9



３
大学の教育研究等の質の向上に関
する目標

１
大学の教育研究等の質の向上に関
する目標を達成するための措置

１

（２） 研究に関する目標 （２）
研究に関する目標を達成するため
の措置

（２）

①-1　環境共生技術及び生命工学
技術に係る教育研究を深めること
により、持続可能な社会の発展に
貢献する。

a 大学院教育プログラムの見直しを議論し、見直
しが必要な専攻について、社会に貢献するカリ
キュラムを導入する検討を行う。

29 研究科においては　より実践的な教育を目指し
て、1つの専攻で工学部6年制の履修モデルを作
成した。また、大学院へ進学した場合に、効率
の良い講義履修ができるように、学部4年時に
大学院科目の早期履修を行っている大学の状況
を調査を行い、導入に向けた検討を開始した。

Ｂ

・別添資料27-生命情報学
科・生命情報学専攻6年一
貫履修モデル（案）
・別添資料28-早期履修他
大学状況及び検討事項〔教
務委員会資料〕

①-2　民間企業、他大学、各種研
究機関等との共同研究に積極的に
取り組む。

a 引き続き、産官学コーディネーターを中心に企
業との連携を深め、共同研究の充実を図る。

30 技術研究相談及び前橋市、前橋商工会議所と連
携して実施している「御用聞き型企業訪問」を
通じて、共同研究の充実を図った。 Ｂ

・別添資料29-平成30年度
産官学連携コーディネータ
実績

【担当者（計画遂行責任者）：副
学長(研究・地域貢献担当)、地域
連携推進センター、学務課教務
係】

②-1　学科を超えた工学研究を進
めるために、学科間の協力による
研究に重点研究費を配分する。

（計画達成）

②-2　大学院工学研究科環境・生
命工学専攻（博士後期課程）の分
野横断型工学研究シンポジウムの
開催を軌道に乗せ、学内共同研究
のノウハウやアイデアを発掘す
る。

a 学内共同研究の成果や分野横断型研究事業の研
究を大学院生に広く聴衆できるようにする。

31 分野横断型シンポジウムではお互いの分野が違
う研究を理解し、また、学部生には大学院でど
のような研究活動を行っているのかを理解して
もらい、進学の動機付けに役立てた。 Ｂ

・分野横断型シンポジウム
学部生参加者数:180人

②-3　学内に学科や専攻の枠を超
えた教員の研究チームを構築し、
学内共同研究を進める。

a 引き続き、研究委員会を中心にして、他学科・
他専攻の研究テーマや研究成果、備品などの情
報の相互共有を図るための取り組みや学内共同
研究を推進するための共通認識の醸成など環境
整備について検討する。さらに、平成２８年度
より開始した特別研究費による「分野横断型研
究事業」のあり方について検討する。

32 平成29年度に引き続き、2学科以上に分野が横
断する研究を行うための研究費を支出対象とす
る「分野横断型研究事業」を実施し、学内共同
研究を促進することができた。なお、研究成果
については、研究紀要に論文を掲載する予定で
ある。

Ｂ

・別添資料30-平成30年度
分野横断型研究事業申請者
一覧
・分野横断型研究事業採択
状況
 - 平成28年度 2課題
 - 平成29年度 4課題
 - 平成30年度 4課題

【担当者（計画遂行責任者）：副
学長（研究・地域貢献担当）、学
務課教務係】

自己評価 補足事項業務の実績

②従来の分野別や個別の研究のみ
にとどまらず、学内共同研究の促
進を図る。

①基礎から応用に至る幅広い研究
を展開し、その成果を社会に還元
することにより、持続可能な社会
の発展に貢献する。

研究に関する目標を達成するための措置

公立大学法人前橋工科大学中期目標 公立大学法人前橋工科大学中期計画 平成30年度年度計画
大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成
するための措置 項目

番号
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③-1　学位論文の概要、審査概要
等を大学のホームページで公表す
る。

（計画達成）

③-2　教員の学術団体の論文集へ
の掲載件数を増やすとともに、そ
の掲載状況について大学のホーム
ページで公開する。

a 投稿数増加のために研究紀要の位置づけについ
て検討する。また、引き続き、群馬県地域共同
リポジトリに研究紀要掲載論文を掲載するとと
もに、国立研究開発法人科学技術振興機構
(JST)のJ-STAGEに同論文の掲載を検討する。

33 AKAGI(群馬県地域共同リポジトリ)及びJ-
STAGE(JSTが運営する総合学術電子ジャーナル
サイト)に研究紀要を掲載した。
また、平成31年度より特別研究費(学生旅費支
援事業)により国外旅行を行った学生は、指導
教員との連名で論文(シンポジア)を研究紀要に
投稿することとした。

Ｂ

【担当者（計画遂行責任者）：副
学長（研究・地域貢献担当）、学
務課教務係】

④-1　公募型共同課題研究プロ
ジェクトを推進し、その成果を活
用する。

a 前橋市の公募型共同課題研究プロジェクトでの
継続課題等について、共同研究や活用等を実施
する。

34 公募型共同課題研究プロジェクトを実施した5
社（新規課題含む）と共同研究を実施した。 Ｂ

・別添資料31-平成30年度
外部資金獲得状況一覧

④-2　産官学連携による学内外と
の組織的研究の成果について相互
に利用するネットワークを構築
し、活用する。

a 地域連携推進センターを中心に、研究の成果を
発展させるため、金融機関や大学等が開催して
いる産官学連携イベントへ積極的に出展してい
く。

35 群馬産学官金連携推進会議（7/23）では、本学
教員11人が計14件のポスター発表を行ったほ
か、本学教員2人がテクニカルセッションにお
いてパネリストとして参加した。また、ぐんま
環境フェスティバル（10/13）、東和新生会
「ビジネス交流会」（11/20）、（県共催）4ブ
ロック研修会（2/26）にブース出展や講師派遣
を行い、研究の成果を発表した。

Ｂ

④-3　群馬大学等の他大学及び研
究機関、民間企業、前橋市及び群
馬県等の行政機関、前橋商工会議
所等の各種団体との連携を強化す
る。

a 御用聞き型企業訪問（前橋市、商工会議所）や
りょうもうアライアンス（群馬大学、足利大
学、群馬高専）を活用し、各種団体との連携を
強化する。

36 御用聞き型企業訪問による地元企業からの相談
や、「りょうもうアライアンス」協定での技術
相談等を受けることで、各種団体との連携を強
化した。 Ｂ

・別添資料29-平成30年度
産官学連携コーディネータ
実績

【担当者（計画遂行責任者）：副
学長（研究・地域貢献担当）、地
域連携推進センター】

④産官学連携による学内外との組
織的研究を積極的に実施する。

③各種研究の成果等の情報を集積
し、それを積極的に学外に発信す
る。
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⑤-1　外部資金の獲得に全学で取
り組み、文部科学省科学研究費補
助金等の確保に努める。

a 引き続き、外部講師等による科学研究費補助金
応募説明会を開催するなど、効果的な申請支援
方策を検討し、科学研究費補助金の応募率向上
を目指す。

37 昨年度に引き続き、科学研究費補助金への応募
率向上のための取り組みとして、専門業者によ
る科学研究費応募の講演会を実施した。 Ｂ

・別添資料32-科学研究費
講演会に関するアンケート
・別添資料33-平成31年度
科研費申請状況

⑤-2　教員研究費の配分について
は、外部資金の確保努力等を考慮
し、新たな配分方法に改善する。

a 引き続き、重点教育研究費（科学研究費採択支
援研究費）により、科学研究費の不採択者に対
する次年度採択に向けた支援を行い、また、採
択者には直接経費の額に応じて研究振興費とし
て追加配分を行うとともに、その効果について
検証を行う。

38 重点研究費の一部予算を用いて専門業者による
科学研究費申請書の添削を実施した。科学研究
費採択率向上への効果については今後検証を行
う。
また、重点研究費について見直しを行い、科学
研究費採択支援費を廃止し、平成31年度からは
大型外部資金の獲得を視野に入れた将来の発展
性が高い研究を支援する新たな重点課題研究費
を行うこととなった。

Ｂ

・別添資料34-平成31度科
学研究費講演会の開催につ
いて
・別添資料35-重点研究費
募集要項

⑤-3　科学研究費補助金等の外部
資金申請件数等を教員評価に反映
する。

（計画達成）

【担当者（計画遂行責任者）：副
学長（研究・地域貢献担当）、学
務課教務係】

⑤研究活動の向上を目指し、科学
研究費補助金等の競争的資金の獲
得拡充を図る。
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３
大学の教育研究等の質の向上に関
する目標

１
大学の教育研究等の質の向上に関
する目標を達成するための措置

１

（３） 地域貢献に関する目標 （３）
地域貢献に関する目標を達成する
ための措置

（２）

①-1　地域の民間企業や教育機関
との連携を強化して、共同研究、
アドバイザー、講師派遣等様々な
形で、地域社会の求めに対応でき
るようにする。

a 引き続き、産官学コーディネーターを中心に地
域の産業界及び教育機関との連携を推進し、地
域社会の求めに対応する。

39 産官学コーディネーターが窓口となり、産業界
からの相談に積極的に応じた。

Ｂ

・別添資料29-平成30年度
産官学連携コーディネータ
実績

①-2　他の教育研究機関とも連携
して、市民を対象とする公開講座
を積極的に開催するとともに、既
に市民向けに開放している図書館
のほか、大学機能の市民開放に努
める。

a 引き続き、地域活性化研究事業の研究成果報告
会については、前橋商工会議所主催の「まちな
かキャンパス」を活用し、公開講座やこども科
学教室などの地域連携推進センター事業につい
ては、大学を会場として開催し、大学の市民開
放を進める。

40 地域活性化研究事業の研究成果報告会につい
て、平成29年度までは当該年度中に実施するこ
ととしていたが、より充実した報告会とするた
め翌年度までに実施することと変更した。この
結果、平成30年度採択課題10課題のうち、1課
題について報告会を実施し、9課題については
平成31年度の実施を予定している。
また、本学を会場として開催した公開講座、専
門講座及びこども科学教室では、多数の市民の
参加を得ることができた。 Ｂ

・まちなかキャンパス実施
状況
 - H29 9回、158人
 - H30 1回、12人
 ※平成30年度採択課題の
うち9課題は平成31年度に
実施予定
・公開講座
 - H29 5回197人
 - H30 6回147人
・専門講座
 - H29 3回71人
 - H30 4回126人
・こども科学教室
 - H29 29ブース、延べ参
加者数2,717人
 - H30 26ブース、延べ参
加者数2,184人

【担当者（計画遂行責任者）：副
学長（研究・地域貢献担当）、地
域連携推進センター】

②-1　地域連携推進センターがシ
ンクタンク機能をもてるように、
民間企業との共同研究成果等を蓄
積して、地元企業の問題解決に応
えられるようにする。

a 地方公共団体、他大学、金融機関、商工会議所
等、関係機関との連携を強化するとともに、産
官学コーディネーターを中心として、積極的に
企業訪問及び技術相談を行う。

41 引き続き、前橋市、前橋商工会議所と連携して
御用聞き型企業訪問を行い、相談及び企業訪問
を積極的に実施した。 Ｂ

・別添資料29-平成30年度
産官学連携コーディネータ
実績

②-2　前橋市をはじめとした地方
公共団体や国等の政策形成へ積極
的に参画するとともに、地域のま
ちづくりや民間企業に対するアド
バイザー機能を強化する。

a 地方公共団体や民間企業に対し、本学教員の研
究分野や研究成果等を広く周知する。

42 産学連携事業へのパネル出展や講演会により、
研究成果等を周知した。
また、研究業績管理システム「研究業績プロ」
を導入し、大学ＨＰにおいて、教員の研究分野
や研究成果等を公表するようにした。

Ｂ

・業務実績公開（大学Ｈ
Ｐ）：
https://www.acoffice.jp/
mithp/KgApp

【担当者（計画遂行責任者）：副
学長（研究・地域貢献担当）、地
域連携推進センター】

自己評価 補足事項業務の実績

②地域のシンクタンクとして「地
域連携推進センター」の役割を高
める。

研究に関する目標を達成するための措置

①地域の教育機関、周辺大学、産
官学の連携を通して、地域社会へ
の貢献を果たし、地域の活性化を
図る。

項目
番号

公立大学法人前橋工科大学中期目標 公立大学法人前橋工科大学中期計画 平成30年度年度計画
大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成
するための措置
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③-1　前橋市や群馬県が行う事業
に、教職員も学生も積極的に参
加・協力し、地域社会の一員とし
ての責任を果たし、地域貢献す
る。

a キャリア支援教育の中で社会参加への重要性を
講義するとともに、学生が前橋市や群馬県が行
う地域貢献事業に参加できる機会を提供し、活
動結果等の周知に努める。

43 キャリア形成セミナー等で社会参加の重要性に
ついて継続して講義を行った。新入生に対して
はガイダンス時に地域貢献学生スタッフ制度等
の活動について紹介する等、低学年から社会参
加の重要性について周知を行った。
学生自治会が前橋まつりの「前橋だんべえ踊
り」へ参加したり、前橋工科大学学生消防団員
が前橋市消防隊出初式へ参加する等、地域の事
業に学生が積極的に参加し、その状況を大学Ｈ
Ｐで公開した。

Ｂ

・学生の参加状況（大学Ｈ
Ｐ）：
 - http://www.maebashi-
it.ac.jp/info/news/70.ht
ml
 - http://www.maebashi-
it.ac.jp/info/news/post_
124.html

【担当者（計画遂行責任者）：学
生部長、キャリアセンター、学務
課学生係】

③地方自治体等が行う各種事業
に、大学として積極的に参加する
ことにより、学生の地域貢献に関
する意欲を喚起する。
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３
大学の教育研究等の質の向上に関
する目標

１
大学の教育研究等の質の向上に関
する目標を達成するための措置

１

（４） 国際交流に関する目標 （４）
国際交流に関する目標を達成する
ための措置

（２）

①-1　国際交流は、教員個人の研
究交流の中から、必要なものを大
学の事業とし、積極的に取り組
む。既に連携している北京工業大
学と平成２４年度に協定を締結し
た吉林建筑工程学院建学院との交
流は、相互交流を持続する。

a 引き続き、教員の要望を踏まえ国際交流に関す
る情報を収集し、大学としての交流事業の地域
的多様性について検討するとともに、連携及び
交流が図れるものについては教員を派遣する。

44 交流事業の実施までは至らなかったが、前橋市
の国際交流事業（中国、フランス）の検討に本
学教員も積極的に参加し、大学としての連携や
交流について検討を行った。 Ｂ

①-2　教員の海外研修事業を強化
する。

a 引き続き、重点研究費（海外短期研修費）の配
分方法等を検討する。

45 重点研究費（海外短期研修費）により、5名の
教員に対して、海外研究旅行の支援を行った。
研究委員会で、重点研究費（海外短期研修費）
の在り方について検討を行った結果、海外研究
旅行については教員研究費からの執行を可能
（平成29年度から）としていることから、海外
短期研修費を廃止し、平成31年度からは総合的
な研究支援を目的とした重点課題対応研究費を
創設し、支援を行うこととなった。

Ｂ

・別添資料35-重点研究費
募集要項（重点課題対応研
究費）

【担当者（計画遂行責任者）：地
域連携推進センター、学務課教務
係】

②-1　既に交流のある北京工業大
学との間では今後も継続して交換
留学を実施していくとともに、教
員間での共同研究が開始されてい
る吉林建筑工程学院城建学院との
間で学生の交換留学の制度化を図
る。

a 北京工業大学との交流事業を継続して行う。
（吉林建筑大学城建学院については共同研究が
終了し、Ｈ29.8.23に協力協定関係を終了し
た。）

46 北京工業大学へ大学院生2名を派遣し、北京工
業大学の大学院生2名の受入れを行った。これ
までに受入れを行った学生のうち、1名が本学
博士後期課程に入学しており、平成31年度も1
名（平成30年度に受入れした学生）が入学し
た。

Ｂ

②-2　学生の交換留学について、
アジア地域での新たな交流大学を
開拓するとともに、留学生の受入
れ方策について、検討を行う。

a タイ王国カセサート大学については、タイの国
内情勢を踏まえた上で受入条件等の協議を行
う。ベトナムのダナン工科大学については、派
遣内容等の協議を行う。他のアジア諸国におい
ても、新たな交流大学の開拓を検討する。

47 タイ王国カセサート大学については、外務省等
のタイ国内の動きに係る注意喚起により、派遣
を見合わせている。平成29年度中に覚書期間の
5年が経過したため、覚書を更新（平成30年3月
16日締結）し、平成31年度の学生受入れに向け
て準備を進めた。
ダナン工科大学とは2月に6日間、学生7名及び
教員1名を派遣し、ワークショップを行った。

Ｂ

・別添資料36-国際交流報
告会実施案内

【担当者（計画遂行責任者）：地
域連携推進センター、学務課学生
係】

業務の実績 自己評価 補足事項

研究に関する目標を達成するための措置

①研究と教育における多様な価値
観を共有し、国際的な貢献を果た
すため、世界各国の大学、研究機
関等との教員相互の連携と交流を
さらに深めていく。

②国際交流のさらなる活性化のた
めに、従来から実施してきた中国
からの留学生の受入れを継続的に
行うとともに、他のアジア諸国か
らの留学生も積極的に受け入れ
る。

公立大学法人前橋工科大学中期目標 公立大学法人前橋工科大学中期計画 平成30年度年度計画
大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成
するための措置 項目

番号
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③-1　海外での語学研修のため学
生を引き続き派遣する。（モナッ
シュ大学付属語学学校（オースト
ラリア））

a 海外での語学研修に参加する学生に対して支援
を行う。

48 平成29年度まで実施していた語学研修派遣プロ
グラム（モナッシュ大学付属語学学校（オース
トラリア））では日程的に参加の難しい学生が
いることや派遣先の全プログラムを修了できな
い等、課題があったため、学生自身が海外語学
研修プログラムを選べるよう、海外短期語学研
修支援事業の見直しを行った。結果として、
オーストラリアのほかに、カナダ、イギリス及
びアメリカへの留学を支援することができた。

Ａ

・平成30年度支援実績
 - オーストラリア:4名
 - カナダ:3名
 - イギリス:1名
 - アメリカ:1名
・別添資料37-海外短期語
学研修支援事業（学生委員
会資料）
・別添資料38-平成30年度
海外留学者一覧

③-2　優秀学生の海外留学につい
て後援会・同窓会の支援が得られ
るよう協議を行う。

a 海外留学等に興味を持つ優秀な学生に対する支
援が得られるよう、引き続き後援会等と協議す
る。

49 海外留学支援について後援会と協議し、活性化
を図った結果、留学支援対象者を増やすことが
できた。 Ｂ

・平成30年度実績
 - 3万円支援:4名
 - 10万円支援:3名
・別添資料39-後援会留学
支援案内（学内掲示）

【担当者（計画遂行責任者）：学
生部長、学務課学生係】

③異文化との交流を通じて国際感
覚やコミュニケーション能力の向
上を図るため、学生を積極的に海
外の大学や研究機関等に派遣す
る。
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３
大学の教育研究等の質の向上に関
する目標

１
大学の教育研究等の質の向上に関
する目標を達成するための措置

１

（５） 教員の資質向上に関する目標 （５）
教員の資質向上に関する目標を達
成するための措置

（２）

①-1　総合的な教員評価システム
をきちんと整備し、その中で、教
職員の地域貢献についても評価対
象とする。

（計画達成）

【担当者（計画遂行責任者）：副
学長、地域連携推進センター】

②-1　教員採用については公募制
により広く人材を求め、本学の学
習教育目標とそれに沿った教育実
践が実行できる教員を採用する。

a 教員採用に際して、最適任者を選出するため、
公開模擬授業や面接等を行うなど、公正かつ適
正な手続に則り採用を行う。

50 平成31年4月1日付着任教員として、システム生
体工学科に2名（准教授、助教）、総合デザイ
ン工学科に1名の教員（准教授）を採用するこ
とができた。

Ｂ

・別添資料40-システム生
体工学科採用教員の公募に
係る面接対応

【担当者（計画遂行責任者）：副
学長、総務課総務企画係】

③-1　毎年度、学長を中心に学内
において、教員の教育力向上のた
めの研修計画を立て、これに基づ
き教員相互による授業参観や各種
の研修会等を実施する。

（計画達成）

【担当者（計画遂行責任者）：学
務課教務係】

④-1　教員の教育及び研究活動に
ついて、新たに総合的教員評価シ
ステムを導入する。新たなシステ
ムは、自己評価を基礎に、学生に
よる事業評価、学科の運営管理に
関する貢献度、民間企業との共同
研究等地域社会への貢献度等を評
価項目に取り入れたものとし、平
成２５年度に試行を行い、２６年
度から本格導入する。

a 教員人事評価を実施するとともに、評価結果の
処遇への反映を行う。

51 引き続き平成30年度も教員人事評価を実施し
た。
処遇反映基準を基に平成30年度の教員人事評価
の結果を平成31年度の処遇に反映をしたが、勤
勉手当の減額対象となる教員はいなかった。

Ｂ

・別添資料41-教員人事評
価結果の処遇への反映につ
いて

④-2　新任の助教及び助手に対す
る任期制の導入の有無及び導入す
る場合の方法を平成２７年度まで
に検討する。

（計画達成）

【担当者（計画遂行責任者）：副
学長、総務課総務企画係、学務課
教務係】

業務の実績 自己評価 補足事項

③教員の教育力の向上を目的とし
た研修等の取組を、組織をあげて
積極的に行う。

項目
番号

④教員の人事評価制度について
は、研究の成果や実績だけでな
く、教育や地域貢献活動における
業績等の幅広い活動実績を総合的
に評価できる制度を新たに構築す
る。

研究に関する目標を達成するための措置

①教員が高い意識を持って、教育
や研究だけでなく地域貢献にも積
極的に取り組む体制を構築する。

②教員の採用については、公募制
の厳正な運用により、大学にとっ
て有用な人材の確保及び育成を図
る。

公立大学法人前橋工科大学中期目標 公立大学法人前橋工科大学中期計画 平成30年度年度計画
大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成
するための措置
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４
業務運営の改善及び効率化に関す
る目標

２
業務運営の改善及び効率化に関す
る目標を達成するための措置

２
項目
番号

①-1　法人化の趣旨がきちんと定
着するよう、理事長と学長は協議
し、学内のコンセンサスの形成に
つとめ、効率的で公正な大学運営
に当たる。

a 理事長と学長は、互いの役割分担における専門
性を発揮しつつ共同し、大学の目標を実現する
ように、全教職員を指揮する。

52 全体会議、教育研究審議会及び教授会等で、時
宜に応じて大学の方針を教職員に伝え、共有す
ることができた。 Ｂ

【担当者（計画遂行責任者）：総
務課総務企画係】

②-1　教職員を対象とした業務運
営に関する研修を毎年度開催し、
組織に係る役割や組織における
ルールの周知徹底を図る。

（計画達成）

②-2　グループウェアを活用し、
業務に係る情報の共有化を推進す
る。

a ＡＳＰ版へ移行したグループウェアの更なる活
用促進に向け、運用方針を定着させるととも
に、活用方法の情報提供を行い、共有情報の利
活用を進める。

53 申請書の提出としていた施設利用申請をグルー
プウェアによる電子申請に移行し、業務の効率
化を図るとともにグループウェアの利用促進を
図った。運用開始（10/4）から3月末までの期
間で172件の電子申請があった。
一定の効果が得られたことから、平成31年度か
ら公用車の利用申請も電子申請に移行すること
とした。

Ａ

・別添資料42-サイボウズ
を利用した施設使用申請マ
ニュアル

②-3　公立大学法人化により、大
学が自主的かつ自律的な活動を行
わなければならないことを全ての
教職員が自覚し、各自が年間目標
を立て、自己管理する。

a 人事評価制度を活用し、各教職員が期首に年間
目標を設定し、目標を実現するための活動を行
う。また、期首及び期末には評価者との面談を
行い、目標設定の妥当性の担保と目標達成状況
の確認を行う。

54 人事評価制度を活用し、各教職員が期首に年間
目標を設定し、評価者との期首面談及び期末評
価を実施し、目標管理を行った。 Ｂ

【担当者（計画遂行責任者）：副
学長、総務課総務企画係】

自己評価 補足事項業務の実績

①法人の経営及び運営の責任者で
ある理事長と、大学の教育研究の
責任者である学長がそれぞれの
リーダーシップを発揮し、法人の
円滑な経営と大学の教育研究の発
展に努める。

②教職員一人一人が、組織におけ
る役割を理解し、業務運営の改善
及び効率化に向けて取り組む。

公立大学法人前橋工科大学中期目標 平成30年度年度計画
業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成す
るための措置

公立大学法人前橋工科大学中期計画
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③-1　制度上の要求やコンセンサ
スの形成のために、学外の有識者
や多くの教職員の参加を求めて、
理事会をはじめ、様々な審議会や
委員会を設置・運営しなければな
らないが、このことが効率的な大
学運営を妨げたり、迅速な意思決
定を阻害したりすることのないよ
う、常に、構成員の意識改革と運
営体制の改善につとめる。

a 各種委員会等での運営効率化のためにグループ
ウェアを活用するなどして、会議資料の事前共
有や意見集約を行い、迅速な意思決定を行うこ
とができるようにする。

55 各種委員会等の会議報告をグループウェアに掲
示した。
新入生オリエンテーション実行委員会では資料
をオンラインストレージで共有したり、総務委
員会ではオンラインフォームでアンケート（喫
煙に関するアンケート）を実施する等、グルー
プウェア等を活用して、業務の効率化を図っ
た。

Ｂ

③-2　理事会等各組織の所管事項
を組織規程等で明確化する。

a 各組織の所管事項の見直しを進め、中期目標実
現のための合理的で簡素な組織となるよう規程
の改正等を行う。

56 所掌事項や構成員の類似する学内委員会等につ
いて見直しを行い、「教育研究審議会」と「評
価・改善委員会」を、「研究委員会」と「地域
連携推進センター会議」を合同開催にし、業務
組織の効率化、意思決定過程の明確化を図っ
た。

Ａ

③-3　理事会、経営審議会、教育
研究審議会、教授会及び工学研究
科会議の会議内容については、グ
ループウェアを活用し、会議結果
を教職員に公表する。

a 引き続き理事会、経営審議会、教育研究審議
会、教授会及び工学研究科会議の会議録を一定
期間グループウェアに掲載し、教職員に周知を
図る。

57 各会議の会議録をグループウェアに掲載し、適
時関係者に周知した。
また、委員会等の開催通知については、紙での
配布はせず、グループウェアでの周知のみとし
た。

Ｂ

【担当者（計画遂行責任者）：総
務課総務企画係】

④-1　大学の自己点検評価を毎年
度１回行い、社会情勢の変化や時
代のニーズに対応できているかの
視点により課題を洗い出し、必要
に応じて学科の改組又は改編を含
めた対応策を評価・改善委員会等
で検討する。

a 引き続き、自己点検評価を実施するが、項目に
ついては、認証評価における項目と、今後の大
学に求められる問題も勘案し、項目自体を見直
しつつ、自己評価を行う。

58 平成28年度受審の認証評価指摘事項への対応状
況等を中心に平成29年度自己点検評価を実施
し、6月に大学ＨＰで公表した。

Ｂ

・別添資料43-平成29年度
自己点検評価報告書
・評価報告書（大学Ｈ
Ｐ）：
http://www.maebashi-
it.ac.jp/about/hyoka.htm
l

④-2　④-1の検討結果について
は、必要に応じて法人の審議機関
に諮り、実行する。

a ④－１の結果、改善を要すると判断した項目の
内、重要な事項については経営審議会の意見も
伺い、改善を検討する。

59 ハラスメント防止のための組織的な取組みにつ
いて、講義室扉の見える化や相談スペースの充
実、相談受付体制の強化を行った。 Ｂ

・別添資料44-学生相談室
の整備について

【担当者（計画遂行責任者）：副
学長、総務課総務企画係、学務課
教務係】

③簡素で効率的な業務運営が図れ
る組織体制を構築するとともに、
意思決定過程を明確化し、より開
かれた組織運営を目指す。

④教育・研究上の基本組織は、社
会情勢の変化や時代のニーズに柔
軟に対応するため、必要に応じて
改組及び改編を検討する。
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⑤-1　法人に、人員計画や人事方
針を立案するための人事委員会を
置く。

（計画達成）

⑤-2　事務職員については、市職
員の派遣を削減するため、事務の
合理化による必要人員の削減、業
務の外部委託等を進める。

a プロパー職員の研修計画を策定し、スキルアッ
プを進め、市職員からの業務移管を促進する。
また、外部委託による効率化を図れる業務があ
るか検証をする。

60 プロパー職員の研修計画を策定し、研修計画に
基づき、法人職員へ積極的に研修を受講させ、
スキルアップを行った。
また、各種イベントでの駐車場警備等、業務の
外部委託化を進めた。

Ｂ

・別添資料45-プローパー
職員研修計画
・別添資料46-平成30年度
前橋市職員研修参加希望者
名簿

【担当者（計画遂行責任者）：総
務課総務企画係】

⑤教職員数について、中長期的な
視点で人員計画を策定し、業務運
営を的確かつ効率的に行うために
必要な体制を整える。
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５ 財務内容の改善に関する目標 ３
財務内容の改善に関する目標を達
成するための措置

２
項目
番号

①-1　地方独立行政法人会計基準
にのっとり財務内容を透明化し、
毎年度、財務諸表等を公表する。

a 平成２９年度の財務諸表について、地方独立行
政法人会計基準に基づき適切に作成する。そし
て作成した財務諸表は、地方独立行政法人法の
定めにより設立団体の前橋市長の承認後、速や
かに学内所定場所への掲示するとともに、より
広く周知するためホームページへ掲載し、公開
する。

61 平成29年度財務諸表について、理事会の承認及
び地方独立行政法人法の規定による前橋市長の
承認後、速やかに構内掲示場に公告し、また、
大学ＨＰで公表した。 Ｂ

・財務諸表等公表（大学Ｈ
Ｐ）：
http://www.maebashi-
it.ac.jp/incorporation/f
inance/zaimu.html

①-2　業務内容の変化や業務量の
変動に応じて、事務組織及び事務
処理方法を常に、柔軟に、改善す
る。

a 引き続き各課、各係単位での業務改善に努める
とともに、公立大学法人制度の趣旨を活かすた
め、契約や財務執行を行政の手法から民間の合
理的手法を取り入れることを検討する。

62 多様化する社会のニーズへの対応、偏重する業
務の平準化等を目的として、事務局組織の機構
改革を行った。
受託研究・共同研究の受入れに係る事務を簡素
化により事務負担を軽減したり、グラウンド管
理を職員で行うこととし委託料金の削減をする
等、業務の合理化を図った。

Ａ

・別添資料47-平成31年4月
1日付事務局内組織改革
・別添資料48-〔業務監査
資料〕合理化を図った業務
一覧

【担当者（計画遂行責任者）：総
務課総務企画係、総務課財務係】

②-1　競争的資金に関する情報を
幅広く収集し、全教員に対して提
供する。

a 引き続き、競争的資金に関する情報について、
学内のグループウェアや研究委員会を通じて情
報を提供する。

63 学内グループウェアへの掲載方法を見直し、現
在募集を行っている競争的資金とその応募申請
締切を一覧にすることによって分かりやすい情
報提供方法に変更した。

Ｂ

・別添資料49-競争的資金
に関する掲載について

②-2　地域の研究ニーズの情報収
集及び当該情報の教員への周知に
より、受託研究の拡充を図る。

a 引き続き、産官学との連携により、地域ニーズ
に係る情報収集を行うとともに、本学教員の研
究業績等の情報を地元産業界等に発信すること
で、受託研究に結びつける。

64 共同研究、受託研究、教育研究奨励寄附金を受
入れ、間接経費の確保に努めた。

Ｂ

・平成30年度　328万円
 - 共同 25件
 - 受託  4件
 - 寄附 19件
・別添資料31-平成30年度
外部資金獲得状況一覧

【担当者（計画遂行責任者）：地
域連携推進センター、学務課教務
係】

③-1　人員計画に基づく適正な人
員配置、業務の外部委託や人材派
遣の活用、入札の公正で効率的な
実施、省エネや消耗品の節約等、
あらゆる方途を駆使して、管理的
経費の節減と効率的で公正な執行
に努める。

a 書類やデータの整理等を行い、ムリ・ムダ・ム
ラのない仕事を心がけ、効率的に業務を遂行す
る。

65 事務局レイアウト変更に合わせ、事務局内書棚
及び各階書庫の整理を行い、文書保管場所の見
直し及び過年度文書の廃棄を行った。
また、事務局内共有サーバの移行に伴い、文書
保存年限にあわせた整理を行った。 Ｂ

【担当者（計画遂行責任者）：総
務課総務企画係、総務課財務係】

自己評価 補足事項業務の実績

②自主的かつ自律的な大学運営を
行うため、外部資金及び競争的資
金の積極的な導入を図り、大学運
営に必要な財源の確保に努める。

③大学の管理運営業務の効率化
や、人員配置の適正化等により、
管理的経費の抑制を図る。

公立大学法人前橋工科大学中期目標 公立大学法人前橋工科大学中期計画 平成30年度年度計画
業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成す
るための措置

①財務情報の公開等により、財務
内容の透明化及び効率的な経営を
図り、法人としての経営基盤を強
化する。
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６
自己点検・評価及び情報公開に関
する目標

４
自己点検・評価及び情報公開に関
する目標を達成するための措置

２
項目
番号

①-1　認証評価機関による評価を
平成２８年度までに受け、その結
果を大学のホームページを通じて
公表するとともに、次期中期目
標、中期計画に反映させる。

a 平成２８年度に受審した認証評価で改善を要す
ると指摘された事項について、指摘事項を改善
するよう次期中期計画に反映する。

66 認証評価で指摘された、自己点検・評価の機能
に関する指摘、ハラスメントの体制に関する指
摘について、その改善にかかる取組みを第二期
中期計画に記載した。

Ｂ

・業務に関する情報（大学
ＨＰ）：
http://www.maebashi-
it.ac.jp/incorporation/o
peration/operation.html
- 第二期中期計画・中期目
標の対応表　No29、No33参
照

①-2　各事業年度における業務の
実績に係る評価委員会の評価結果
等を大学のホームページ等を通じ
て公表するとともに、その結果を
翌々事業年度の事業計画に反映さ
せる。

a 評価委員会の評価結果を大学ＨＰで公表する。
過年度の評価結果を次期中期計画に反映するよ
うにする。

67 「平成29年度業務実績に関する評価報告書」を
大学ＨＰで公表するとともに、評価結果の内容
を次期中期計画に反映する等、業務運営への反
映等を行い、反映状況を大学ＨＰで公表した。

Ｂ

・別添資料50-平成29年度
業務実績に関する評価の業
務運営への反映
・業務に関する情報（大学
ＨＰ）：
http://www.maebashi-
it.ac.jp/incorporation/o
peration/operation.html

【担当者（計画遂行責任者）：総
務課総務企画係】

②-1　教員の研究分野、研究業績
等を大学のホームページ等を通じ
て公表する。

a 引き続き、教員の研究分野、研究業績等を大学
のホームページを通じて公表し、情報を年に１
度以上更新する。併せて、研究業績管理システ
ムの導入による、積極的な外部公開方法を検討
する。

68 研究業績管理システムを導入し、教員自身の随
時更新により最新の研究業績が即時公開される
ようになり、全教員が年１回以上の更新を行っ
た。また、研究業績管理システムと
researchmap(JSTが運営する研究者データベー
ス)の連携更新を行い、全学的なresearchmapの
運用も開始した。
地域連携推進センターの行った事業の概要につ
いて、企業の営業秘密、特許情報に配慮しつつ
も大学ＨＰでの迅速な情報公開に努め、平成30
年度は特許出願状況、研究設備の紹介、外部資
金の獲得事例等を新たに掲載した。

Ｂ

・業務実績公開（大学Ｈ
Ｐ）：
https://www.acoffice.jp/
mithp/KgApp

②-2　地域連携推進センターの事
業実績について、大学のホーム
ページ等を通じて公表する。

（計画達成）

【担当者（計画遂行責任者）：地
域連携推進センター、学務課教務
係】

自己評価 補足事項業務の実績

①自己点検・評価の実施に加え、
第三者評価を定期的に受け、これ
らの評価結果を公表するととも
に、評価結果を踏まえ、大学運営
の改善に取り組む。

②市民や地域社会に対する説明責
任を果たすため、大学の研究成果
や社会活動状況をはじめ、法人の
組織及び運営等の各種情報を積極
的に公開する。

公立大学法人前橋工科大学中期目標 公立大学法人前橋工科大学中期計画 平成30年度年度計画
業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成す
るための措置
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７
その他業務運営に関する重要な目
標

５
その他業務運営に関する重要な目
標を達成するための措置

２
項目
番号

①-1　大学及び各教員の教育研究
業績及び地域貢献等に関する基礎
的な情報を収集及び整理し、大学
のブランド力強化に向けての戦略
を策定する。

a 引き続き、ホームページでの情報発信等、大学
のイメージを向上させる取り組みを積極的に行
う。

69 大学ＨＰ閲覧者に対して情報や魅力を正確に伝
えることを目的として、ＨＰ作成マニュアルを
作成し、広報委員会にて講習会を行った。 Ｂ

・別添資料51-ホームペー
ジ作成マニュアル

①-2　教員の研究成果及び地域貢
献活動並びに大学の各種事業等に
ついてホームページ等により、積
極的に情報を発信する。

a 大学の教育研究活動を前橋市民にわかりやすく
伝える。英語版ホームページの初稿に着手す
る。ホームページに、教員による地域への情報
発信のページを新たに製作することを企画検討
する。

70 平成30年度から広報まえばしを活用し、市民へ
教育研究活動を紹介した。また、その掲載状況
を大学ＨＰでも公開した。
広報委員会内で、情報発信の更新回数を充実す
ることが検討され、教員による積極的な発信へ
つながった。
英語版のＨＰの作成については、広報委員会で
製作について検討を行ったが、着手までは至ら
なかった。

Ｂ

・広報まえばし掲載回数：
6回
・教員によるホームページ
投稿数：69件(H29年度:64
件）
・別添資料52-広報まえば
し掲載【建築学科】

【担当者（計画遂行責任者）：副
学長、学生部長、総務課総務企画
係、学務課教務係】

②-1　博士前期課程においては、
「大学院教育に関する目標を達成
するための措置（１－（１）－
イ）」を確実に実施し、入学者の
確保を図る。

a 共同研究先等から入学の希望相談があれば、担
当委員会等と連携し対応していく。

71 現在、共同研究を通じて博士後期課程に１名が
在籍している。
地域連携推進センターは専攻会議、工学研究科
会議の方針等に基づき連携・協力等の対応を
行った。

Ｂ

②-2　博士後期課程においては、
「大学院教育に関する目標を達成
するための措置（１－（１）－
イ）」の確実な実施に加え、内部
進学を拡大しうる指導体制及び社
会人が履修しやすい制度の構築に
より、入学者の確保を図る。

a 大学院後期博士課程の進学者が多くなるよう
に、後期課程の入学試験制度やＴＡ（ティーチ
ング・アシスタント）、ＲＡ（リサーチ・アシ
スタント）、ＰＤ（ポスト・ドクター）の制度
を理解してもらい、入学者の確保を図る。

72 ＴＡ、ＲＡについて、積極的に周知を行い、博
士前期課程の学生が広く知る機会を設けた。博
士後期課程入学の際経済的な軽減になり又担当
教員の研究活動に資すれば有効な施策であると
考えられる。 Ｂ

・博士後期課程入学者数
 - H30：3人
 - H31：5人

自己評価 補足事項
公立大学法人前橋工科大学中期目標 公立大学法人前橋工科大学中期計画

①教育研究成果や社会活動状況等
を積極的に発信し、大学のブラン
ド力を強化する。

②工学研究科の入学者を確保する
とともに質を向上させ、大学院に
おける教育及び研究を充実させ
る。

業務の実績
平成30年度年度計画

業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成す
るための措置
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②-3　ティーチング・アシスタン
ト及びリサーチ・アシスタントの
制度等を充実させ、大学院の学生
の経済的支援の体制を確立する。

a ＴＡ（ティーチング・アシスタント）、ＲＡ
（リサーチ・アシスタント）、ＰＤ（ポスト・
ドクター）の各制度の効果を検証するととも
に、その人数の充実を図る。

73 ＴＡ制度については、博士前期課程学生96人に
対して延べ人数で90人の学生を雇用し、また業
務内容の充実を行っていることから、学生への
経済的支援については十分に果たせていると判
断し、平成31年度も引き続き実施することと
なった。
ＲＡ制度については、博士後期課程学生13人に
対して、5人の学生を雇用した。教員から要望
のあった学生については全学生を採用できてお
り、採用人数については十分であると判断し、
平成31年度も引き続き実施することとなった。
なお、ＲＡの活用による研究成果については、
大学研究紀要や学術ジャーナルにて発表した。
ＰＤ制度については、活用プロジェクトにおい
て、本学教員筆頭著者として査読付き国際会議
論文１件、共同研究研究者として査読付き国際
会議論文３件が採択されており、研究成果が出
ていると判断した。など、ＲＡ活用プロジェク
トについては平成31年度が最終年度となるた
め、プロジェクト終了後にも効果の検証を行う
予定である。

Ｂ

・平成30年度雇用状況
 - ＴＡ：延べ90人
 - ＲＡ：5人（共同研究除
く）
 - ＰＤ：1人
・平成29年度雇用状況
 - ＴＡ：延べ82人
 - ＲＡ：6人（共同研究除
く）
 - ＰＤ：1人

【担当者（計画遂行責任者）：副
学長（研究・地域貢献担当）、専
攻主任、学務課教務係、学務課学
生係】

③-1　施設及び設備の維持管理を
適切に行うために施設維持管理マ
ニュアルを策定する。

a 引き続きマニュアルの見直しを実施する。 74 実験棟2の運用開始にあわせ、ホイストクレー
ン及びフォークリフトの管理マニュアル等を定
め使用を開始した。
平成29年度に引き続き、前橋市「予防保全計画
推進プログラム」に基づき、施設点検を行っ
た。
施設点検の結果危険性が高いと判断されたメイ
ビットホール浄化槽及び図書館外壁について、
前橋市に修繕の要求を行い、平成31年度に設備
更新及び調査を実施することとなった。

Ｂ

・別添資料53-ホイストク
レーン運用
・別添資料54-フォークリ
フト運転管理要綱

③-2　各分野における危機管理マ
ニュアルを策定する。

a 引き続き、危機管理マニュアルについて、更新
を図る。

75 個別危機管理マニュアルについて、各係に更新
を依頼した。
「個別マニュアル(地震、水害等の自然災害
）」では、地震発生時の配備基準が明確でな
かったことから、配備基準を明確にし、運用を
開始した。

Ｂ

・別添資料55-個別マニュ
アル(地震、水害等の自然
災害 ）

③-3　情報セキュリティポリシー
を策定し、全教職員に周知徹底す
る。

a 情報セキュリティ研修を引き続き実施するとと
もに、状況に応じて外部監査等を行い、問題点
の周知・改善を行う。

76 群馬県警のサイバーセキュリティ担当者を講師
に迎え、サイバー犯罪の現状や対策について、
情報セキュリティ研修を実施した。 Ｂ

・参加者数：55人
・別添資料56-平成30年度
情報セキュリティ研修実施
要項

③-4　災害発生時の緊急連絡網を
整備する。

a 随時見直しを行い、関係者へ周知を行う。 77 緊急連絡網は随時見直しを行い、関係者に周知
を行った。雪の予報時など、緊急連絡が想定さ
れる際には、再確認を行うよう周知した。 Ｂ

②工学研究科の入学者を確保する
とともに質を向上させ、大学院に
おける教育及び研究を充実させ
る。

③学生の安全確保のため、施設の
維持管理を適切に行うとともに、
災害発生時や大学の知的財産流出
等の恐れが生じた際の危機管理体
制を確立し、迅速かつ的確な対応
が統一的に行える体制を整える。
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③-5　法令及び法人規程に基づい
た労働環境の整備や改善を行う。

a 引き続き、産業医による職場巡視を実施し、指
摘事項の改善に努める。

78 7月に1号館、2月に実験棟2の職場巡視を実施し
た。1号館について「学生に対して避難経路の
周知徹底（中央階段、北階段）を行ってもらい
たい。」との指摘があったことから、9月実施
の避難訓練では北階段での避難を想定して訓練
を実施した。

Ｂ

・別添資料57-平成30年度
衛生委員会職場巡視報告書

③-6　避難訓練の実施、学内危険
個所の洗い出し、複数の避難経路
の確保等を行う。

a 引き続き、避難経路の確保のため、年２回調査
を行い、改善を図る。

79 避難経路確保のための巡回を行った。避難の支
障となると思われる廊下や防火扉前に置かれて
いる物品について移動するよう指示した。 Ｂ

【担当者（計画遂行責任者）：総
務課総務企画係、学務課学生係】

④-1　大学の施設については、耐
震診断等各種の点検を行い、この
結果に基づく施設保全計画及び施
設整備計画を前橋市と協同で策定
する。

a 引き続き、前橋市の行政管理課等と協議を進
め、耐震基準を満たしていない建物への予防保
全の観点から、最低限の工事を随時実施する。

80 予防保全計画推進プログラムに基づき平成30年
度に屋上防水工事を実施した。また、平成30年
度実施の施設点検結果に基づき、平成31年度に
図書館外壁劣化調査を行うこととなった。 Ｂ

④-2　設備については常に使用目
的が達せられるよう、適切に管理
する。

a 法令で定める点検等を実施、常に確実に使用で
きる状態にしておく。

81 予防保全計画推進プログラムに基づく施設点
検、建築基準法第12条点検その他法定点検等を
実施した。点検の結果、メイビットホール設置
の浄化槽について変形の指摘があったことか
ら、設備の更新について前橋市と協議を行い、
平成31年度に更新を行うこととなった。

Ｂ

【担当者（計画遂行責任者）：総
務課総務企画係】

 

⑤-1　不正行為や事故を組織的に
防ぐためのマニュアルである「コ
ンプライアンス行動指針」の徹底
のために、毎年度全教職員を対象
とした研修会を実施するととも
に、行動指針の見直しを常時行
う。

a 引き続き、コンプライアンスについて周知を行
うとともに、全体会議等でコンプライアンス研
修を実施する。

82 群馬県警のサイバーセキュリティ担当者を講師
に迎え、サイバー犯罪の現状や対策について、
情報セキュリティ研修を実施した。
【再掲：No76と同じ】 Ｂ

・別添資料56-平成30年度
情報セキュリティ研修実施
要項

⑤-2　不正行為や反社会的行為が
発生した場合は、組織的な検証を
行い、検証結果を公表する。

a 研究倫理研修における教材については、引き続
き、CITI Japan e-ラーニングプログラムを活
用していくとともに、より効果的な活用方法等
を検討する。

83 研究倫理研修における教材については、
APRIN(旧CITI JAPAN)e-ラーニングプログラム
を活用している。本年度は全教員が受講必須で
あり、研究費の配分を受ける教員全員が受講し
た。

Ｂ

・受講者:65名（100%）

⑤-3　不正行為や反社会的行為を
行った教職員については、厳正な
処分を行うとともに、必要な場合
は告訴・告発等、法律に基づく対
応をきちんと行う。

a 事案が発生した場合には、危機管理個別マニュ
アルに基づき適切に対応するとともに、大学の
社会性を考慮した解決方法になるよう対応す
る。

84 諸規程により、適切に対応した。

Ｂ

【担当者（計画遂行責任者）：総
務課総務企画係】

③学生の安全確保のため、施設の
維持管理を適切に行うとともに、
災害発生時や大学の知的財産流出
等の恐れが生じた際の危機管理体
制を確立し、迅速かつ的確な対応
が統一的に行える体制を整える。

④大学の施設及び設備について
は、学生の学ぶ環境を向上させる
ため、老朽化等に対応した改修や
整備を行う。

⑤大学におけるコンプライアンス
（法令遵守）を推進し、不祥事や
事故の防止に努める。
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⑥-1　全教職員を対象とした研修
会を毎年度実施することにより、
ハラスメントを防止する。

a 引き続き、各種ハラスメントに関する情報を提
供したり、必要に応じて研修会を開くなどによ
りハラスメントが起きにくい環境づくりをす
る。

85 発達障害者支援センター県民セミナーに事務局
職員が参加し、グループウェアに資料を掲載
し、全教職員を対象に共有を行った。 Ｂ

・別添資料58-〔セミナー
資料〕発達障碍者支援セン
ター県民セミナー

⑥-2　ハラスメントの相談体制を
確立し、学生及び教職員に周知す
る。

a ハラスメント相談制度について、学生及び教職
員に周知を行う。

86 大学ＨＰ学内専用サイトに大学のハラスメント
防止対策への取り組み紹介するとともに、相談
の流れ等を掲載した。引き続き学生及び教職員
へ周知を行う。

Ｂ

⑥-3　新任教員の公募に当たって
は、女性からの応募が増えるよ
う、周知方法等にも配慮する。

a 新任教員の公募にあたっては、引き続き、ＨＰ
やJREC-INで広く情報を掲載し、幅広く周知を
行うが、その際に女性の登用を積極的に進める
旨を周知する。

87 大学ＨＰやJREC-IN Portalに情報を掲載し、幅
広く周知を行った。公募にあたっては、本学で
の女性教員の登用状況を記載し、女性からの積
極的な応募を募った。

Ｂ

・資料59-システム生体工
学科教員公募資料

【担当者（計画遂行責任者）：総
務課総務企画係】

⑦-1　物品の購入に当たっては、
グリーン購入法の適合商品等の環
境に配慮した商品を優先して購入
する。

a 法人で購入する物品で、環境に配慮した事務用
品やパソコン等の物品を選択できるよう、教職
員が共有するグループウェア等を使い、周知を
図ることとする。

88 グリーン購入適合品の購入推進に係る通知を、
4月にグループウェア（掲示板）に掲載し、周
知を図った。
事務用品に係るグリーン購入の適合率は、ほぼ
100％を達成することができた。

Ｂ

⑦-2　節電・節水に全学をあげて
取り組む。

a 電気・水道の使用状況を監視し、節電・節水に
ついて周知を徹底する。

89 水道・電気については毎週の検針やデマンドコ
ントローラーの確認を行い、使用量の確認を随
時行うとともに、グループウェアを使用して、
節水・節電について周知を行った。
電気料金について、実験棟2の本格運用等もあ
り平成29年度と比較して使用量が5%程度上昇
し、加えて原油価格の上昇等による燃料費調整
額の上昇があったが、使用料は前年度並みに抑
えることができた。

Ｂ

・別添資料60-平成30年度
電気使用量及び使用料金に
ついて

⑦-3　ガソリンの消費量を減らす
など、ＣＯ２の削減に全学的に取
り組む。

a 引き続き、公用車の利用状況を把握し、台数削
減等を検討する。

90 使用頻度等を鑑みて、公用車（軽自動車）を１
台廃車した。 Ｂ

【担当者（計画遂行責任者）：総
務課総務企画係、総務課財務係】

⑥大学として社会的な責任を果た
すため、人権の尊重や男女共同参
画の推進に取り組む。

⑦環境を守ることを大学の責務と
して、環境に配慮した大学の維持
管理を行い、環境保全に努める。
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平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 法人化前 達成目標
(注２)

１１０．９％ １１２．７％ １１４．６％ １１３．９％ １０９．７％ １１４．２％ １００％ １００％以上

８１．２％ ８０．９％ ８１．４％ ８４．４％ ８１.９％ ７６．８％ ７３．３％ ８０％以上

７７人 ４５人 ２２人 ７１人 ６４人 ２８２人 ６０人 ８０人以上

９７．６％ ９９．４％ １００．０％ ９９．５％ ９８．９％ ９８．３％ ９１．９％ ９５％以上

２．１年 ２．０年 ２．１年 ２．０年 ２.０年 ２．１年 ２．１年 ２．１年以内

１人 １人 ４人 １人 ２人 ４人 １．７人 ３．０人以上

１０６人 １８５人 １７８人（※） １７９人（※） １７１人（※） １７２人（※） － １５０人以上

８０件 ７２件 ８９件 ６０件 ７７件 ６９件 ７２件 ８５件以上

２１件 ２３件 ２４件 ３４件 ２８件 ２５件 ２１件 ３０件以上

４０６人 ５１２人 ５８７人 ３８５人 ２６８人 ２７３人 ５３５人 ５５０人以上

８５人 １３３人 ７６人 １１１人 １１１人 １０１人 ７２人 ７５人以上

４０人 ３５人 ３１人 ３８人 ３５人 ３５人 ３４．３人 ４０人以上

１１件 ２１件 １７件 １５件 １６件 ９件 ５件 １０件以上

61,239千円 91,124千円 92,863千円 119,031千円 84,761千円 77,570千円 39,254千円 78,000千円以上

１１６．７％ ８５．４％ １０２．１％ ８７・５％ １１２．５％ ９５．８％ ７８．１％ １００％以上

１５０．０％ ７５．０％ １００．０％ ７５．０％ ７５．０％ １２５．０％ ２５．０％ １００％以上

（注１）

（注２）

（注３）

②学部の学生の標準修業年限内卒業率

第３　評価指標に係る平成３０年度の状況

区分 備考

①学部の入学定員充足率

③カレッジＴＯＥＩＣの受験者数

④学部の学生の就職率

⑤博士前期課程における卒業生の平均在学年数

⑫教員の海外研修（国際学会等への参加を含む。）参加者数

⑥博士学位取得者数

⑦分野横断型工学研究シンポジウムの参加人数
（※）教員数（学長含む専任教員）+
博士前期課程学生数+博士後期課程学

生数

⑧学術団体論文誌等への論文の掲載数

⑨科学研究費補助金の採択件数（新規・継続・分担を含む。）

⑩連携による公開講座の参加者数

⑪官公庁における委員・評議員等の数

⑬本学教員の高校生への支援事業実施件数

⑭外部資金（注１）の金額

⑮博士前期課程の入学定員充足率

⑯博士後期課程の入学定員充足率

外部資金については、平成２５年度及び２６年度の業務実績に関する報告書では、受託研究費と科学研究費を除く競争的外部資金及び共同研究費の額を記載し
ていたが、公表データとの整合性を図るため、平成２７年度以降の業務実績に関する報告書から受託研究費、科学研究費及び教育奨励寄付金を含めた合計額を
記載することとした。

②～⑦、⑨～⑫及び⑭に係る達成目標は中期目標期間を平均しての数値を指し、⑧及び⑬に係る達成目標は中期目標期間終了年度の平成３０年度における数値
を指す。

各年度の数値は、②～⑭は当該年度の年度末現在の数値を指し、①、⑮及び⑯は翌年度の５月１日現在の数値を指す。
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